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ＪＡグループこれまでの取組

JAグループ全国4連（全中、全農、農林中金、全共連）の共同で

「GAP第三者認証取得支援事業」の実施
第1期 2017年  8月～2020年9月
第2期 2020年10月～2024年3月

取り組み内容
• 現地アドバイザーの派遣
• GAP指導者の育成として、各種講習会の実施
• ノウハウの蓄積・共有として「GAP団体認証取り組みの手引き」の作成

現地アドバイザーの派遣
認証取得を目指す団体（部会、任意グループ）を対象に、
実際に認証取得に向けた準備をサポートすると共に、
現地で今後につながるよう取組JA及び県域JA等に導入手法を伝える
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第1期（2017年8月～2020年9月）17JA＋2県本部

「GAP認証をとる」 JAグループの支援事業
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「GAP認証をとる」 JAグループの支援事業
第2期（2020年10月～2024年3月）30JA（延）＋1県本部



ＪＡグループＧＡＰ推進体制（これまで）

GAP支援チーム

実
需
者
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Ａ
・
生
産
者
部
会

JA全農

【全国】

・営農・くらし支援部
営農担い手支援課

・耕種総合対策部ＧＡＰ推進課
（各部と連携）

現地支援

・現地アドバイザー 3名

ＪＡ全中

【都道府県】

JA全農県本部

・副本部長
・ＧＡＰ担当窓口
・関係各部

県ＪＡ
県連

ＪＡ都道府県
中央会

農水省・関係機関県行政

全国４連で協力し、JAグループ全体で連携して推進
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引き続き、JAグループ全国4連（全中、全農、農林中金、全共連）の共同で

「よりよい営農活動実践運動（GAP）」の実施
2024年度～2027年度
将来的には、JAグループほぼ全ての生産組織で
「よりよい営農活動」に取り組むことを目指す

取り組み内容
• 現地アドバイザーの派遣
• 指導者の育成として、各種講習会の実施

現地アドバイザーの派遣
「よりよい営農活動」の実践に向けた取り組みを行うJAグループ県域に支援を行う。
県域による取り組み方針の策定、実践への伴走支援など

いわゆる「するGAP」を中心とした支援を実施するが、
戦略としての「とるGAP」についても一定程度ではあるが、引き続き支援を行う。
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ＪＡグループこれからの取組



食品安全
例・食品安全に係るリスク評価
・異物混入の防止
・農薬の適正使用と管理
・農産物施設の衛生管理

環境保全
例・環境負荷に係るリスク評価
・有機物の活用、土づくり
・IPMの実施
・廃棄物の適正処理・利用

労働安全
例・労働安全に係るリスク評価
・機械･設備の点検･整備
・作業安全用の保護具の着用
・農場内の整理整頓、清掃
・農薬の適切な取扱いと保管

人権保護
例・労働者への労働条件の提示と順守
・家族間の十分な話し合い
に基づく家族経営

・従業員の労務管理強化

農場経営管理
例・基本情報の整理
・業務ごとの責任者の配置と農場ルールの策定
・生産計画の策定
・教育訓練の実施

ＧＡＰ手法
（５つの分野）

営農の基礎的内容

よりよい営農活動で実現すること

営農企画

営農
技術

農業
経営

よりよい営農活動

営農指導事業の目的は、生産から販売までの各段階
において「営農企画」や「営農技術」「農業経営」の３分
野を適切にサポートすることにより、組合員の農業所
得増大ひいては地域農業振興に寄与する活動を行う
ことである。
この土台として、「よりよい営農活動（ＧＡＰ）」を位置

づける。
このため、令和4年度より営農指導員資格認証試験

の教科に「農業経営実務」を追加して「よりよい営農活
動（ＧＡＰ）」の基礎知識の習得をすすめている。
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ＪＡグループとして「よりよい営農活動」に取り組む目的・方向性
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購買事業の強化
実需者連携強化
産地リレー強化

〔活用する内容〕
ＧＨ農場評価制度
都道府県版ＧＡＰ 等

ＪＧＡＰ
ＡＳＩＡＧＡＰ
ＧＬＯＢＡＬＧ.Ａ.Ｐ.

産地・部会等

生産者

「よりよい営農活動」
の実践をめざす

・持続可能な農業経営
・営農のリスク管理強化
（生産者の法令遵守(コン
プライアンス)）

販売力強化・販路拡大
をめざす

・産地結集力の強化
・実需者ニーズへの対応

Ｊ Ａ

購買事業

信用事業

共済事業

県域・全国

中央会

「よりよい
営農活動」

ＧＡＰ認証をとる

・販売力の強化
・産地結集力の強化
・実需者ニーズへの対応

販売事業

支
援

「GAP手法を活用した
営農指導」

の実践をめざす
・生産者のリスク
管理への支援強化

・生産者の営農状況
・ニーズの把握強化

営農指導

営農指導
機能の強化

販売力強化

総合事業機能の強化

農林中央
金庫信連

共済連

全農県本部
経済連事務局対応

指
導
支
援

連
携

連
携

推
進
支
援

連
携
強
化

連
携

情
報
連
携

情報連携

・購買事業の強化
・供給品の合理的･適正使用
の指導

購買事業の
強化

経営の安定
事故の防止

持続的な農業経営・
産地形成

環境調和型農業・
SDGｓの基礎

ＪＡグループ「よりよい営農活動」の目的・方向性（2024年度～）

食品安全
例・食品安全に係るリスク評価
・異物混入の防止
・農薬の適正使用と管理
・農産物施設の衛生管理

環境保全
例・環境負荷に係るリスク評価
・有機物の活用、土づくり
・IPMの実施
・廃棄物の適正処理・利用

労働安全
例・労働安全に係るリスク評価
・機械･設備の点検･整備
・作業安全用の保護具の着用
・農場内の整理整頓、清掃
・農薬の適切な取扱いと保管

人権保護
例・労働者への労働条件の提示と順守
・家族間の十分な話し合い
に基づく家族経営

・従業員の労務管理強化

農場経営管理
例・基本情報の整理
・業務ごとの責任者の配置と農場ルールの策定
・生産計画の策定
・教育訓練の実施

ＧＡＰ手法
（５つの分野）

営農の基礎的内容

情
報

連
携



今年度、７つのモデル県域で構成する、「研究会」を設置
今年度末、県域担当者向け会議を実施し、研究会取組の成果を報告する予定

産地によって状況が異なることから、取り組み内容については都道府県の方針を尊重

JAグループ県域における、独自の取組
都道府県と連携し、「都道府県GAP（県認証・確認制度）」の取組 など

一度に全ての項目へ取り組む事は、（望ましいが）
急激な負担となる事が想定され、段階的取り組みからの拡大もありとしている。

それぞれの地域特性を考慮し、推進していくことを想定している。
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ＪＡグループこれからの取組



ご清聴ありがとうございました。
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